
第 135回伊達市災害対策本部会議 
平成 24年 9月 25日（火） 

16時 00分～16時 50分 

保原庁舎 2階応接室 

 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 
 
 
 
 
（2）除染推進センターだより（第 9号）の発行について 
 
 
 
 
（3）農業情報誌「たがやす」創刊号の発行について 
 
 
 
 
 
2 その他 
（1）災害対策号（第 66号）の発行について 
 
 
 
 
（2）第 281回福島県災害対策本部会議の内容について 

 
 
 
 
 
 
 
 
次回  10/9（火）  16時 00分  ～ 
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第 135回本部会議の概要について 

 

1 実施日時等 
平成 24年 9月 25日（火） 16：00～16：50 

2 内容 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

9月 20日現在の除染業務進捗状況である。Aエリア及び Bエリアの作業状況で、前回から進

捗した部分は、資料中アンダーラインで示したとおり。91件の宅地について除染が終了した。

詳しい数値等、詳細は別添資料のとおりである。 

（市長） 

前号の災害対策号では、A及び Bエリアの除染進捗状況について掲載した。これは、市民から

「除染の進捗状況が良く見えない」という意見が挙げられたこともひとつの理由である。除染

が済んだ方からは、線量が下がってよかったという声も聞こえてきたが、多くの市民が、本格

的に除染が始まっていないとの印象を持っているようだ。除染を進めていくためには、事務所

を設置するなど体制を整え、仮置場を確保するなど、準備が必要である。体制が整えば、目に

見えて除染が進むという趣旨で前号に掲載した。 

 

現状としては、先に報告されたとおり、仮置場の確保・造成も進んでいる。モニタリングにつ

いても同様である。特に、宅地モニタリングが終了し、除染に取り掛かれば、宅地除染も進む

だろう。雪が降る前に、ある程度の目途をつけるようにしたいと考えている。 

次回以降は、除染の進捗管理を徹底したい。 

 

また、仮置場の確保面積が、全体の必要面積から見れば充足しているにもかかわらず、地区別

に見れば不足が生じるということは、ひとつの課題である。ある地区の廃棄物に限定されない、

共通の仮置場を用意する必要があるのではないか。B及び Cエリアの場合は、特にそうした仮

置場が必要であろう。側溝掃除を実現したいと考えているから、そのためにも共通の仮置場は

必要である。広域の仮置場が確保されているにも関わらず、他の地区の廃棄物の仮置きには使

えないということを解決したい。 

 

（2）除染推進センターだより（第 9号）の発行について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

仮置場が決まらないと除染が進まないということを踏まえ、主な記事として、霊山町における

仮置場造成の様子及び Aエリアにおける除染作業の状況を取り上げた。掲載内容は資料のとお

りである。農産物のモニタリング調査結果は、今後、産業部で発行する農業情報誌に掲載したい。 

（市長） 

C エリアの除染については、「除染太助」等必要な説明を掲載し、利用できるものは積極的に

利用してもらい、除染が進むような取り組みを進めなければならない。 

除染推進センターはどうか。 
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（除染推進センター所長） 

市全体の 70％近くにあたる世帯が Cエリアであるため、10月には体制を整備したいと考えて

いる。 

 

（3）農業情報市「たがやす」創刊号の発行について 

産業部次長が資料により説明した。 

9月 27日から、農産物モニタリング調査結果と農業情報全般の記事は、「たがやす（伊達市農

業情報誌）」に掲載し発行する。今号の構成としては、コメの全量全袋検査のお知らせ、コメ

の検査の流れ及び当市における水稲試験栽培の経過に係る記事である。水稲試験栽培の経過に

関しては、霊山町小国地区における 57 枚の水田で行った試験栽培調査結果をまとめたもので

ある。記事の詳細は、資料のとおりである。 

 

（産業部長） 

タイトルの意味合いとしては、「農地を耕す。伊達市の未来を耕す。」ということである。 

情報誌にも掲載した「コメの検査の流れ」は、最終的な体制が固まり、実際の流れについて検

討されている状況である。コメの収穫が天候などの影響により遅れていることから、本格稼動

は 10月に入ってからかと思われる。検査機器の操作等は、㈱大崎に委託している。 

 

なお、本日（9/25）18時から、根本アドバイザーと小国の試験栽培協力農家との懇談会が開催

される。 

 

 

2 その他 
（1）災害対策号（第 66号）の発行について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

（市長） 

前回の災害対策号では、A及び Bエリアの除染について掲載した。今号は、Cエリアの除染に

関する基本的な方針を示したものである。要点は、Cエリアに関して言えば、特にホットスポ

ットが重要なのであるということ。代表的な例を挙げれば、雨樋、雨樋の下の土、草むら、常

緑樹の枝葉、側溝等である。こうした箇所の除染がされなければ、線量の低減は難しい。 

仮置場の確保についても、並行して進める必要がある。C エリアは、主として生活圏（宅地）

が中心となるので、旧町単位での仮置場確保に努めていかなければならない。旧町単位の仮置

場とは、「共同の」という意味である。こうした仮置場の確保がされれば、当面の目標である

側溝の掃除により生じた汚泥の保管もできる。側溝の掃除が進むことは、除染が進むひとつの

取り組みであると考えている。 

伊達・梁川・保原総合支所単位に話し合いの場を持ち、全体計画の中で取り組んでいくという

ことが求められる。仮置場に搬入するまでに仮置きする場所があるということも必要だろう。 

各総合支所長には強いリーダーシップを持って、管内における仮置場の確保や除染の推進等に

取り組んでいただきたい。 
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（2）第 281回福島県災害対策本部会議の内容について 

市民生活部長が資料により説明した。 

福島県が実施した「日常食の放射線モニタリング調査」の結果が発表された。県内 7方部の一

般世帯から選定した 78 人の一日分の食事を調査対象としたものである。検出された放射性セ

シウムの濃度は、最大値でも 1.49Bq/kgであり、食品中の放射性セシウムの基準値が一般食品

で 100Bq/kg、乳児用食品で 50Bq/kg、飲用水で 10Bq/kgであることと比較すれば十分低い値

であった。調査の詳細は別添資料のとおり。 

 

（市長） 

除染について、実務的に取り組んでいるところはまだ少ないだろう。実証実験や試験として取

り組んでいるところが多いと捉えている。 

実証実験や試験として除染を行うことと実務的に行うことでは、また違う性質であるから、そ

うした点で、当市の除染がより実践例として興味を持っていただいているのであろう。 

一定の段階に達したら、除染の手法をまとめて記録すると、良い参考資料になるのではないか。 

具体的な部分、どういった状況があり、どう考えて、どう対応したかという経過がわかるよう

にまとめると、今後の参考として大いに役立つであろう。 

 

 

 

《次回本部会議》 

平成 24年 10月 9日（火） 16時 00分～ 

本庁舎 2階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


